
平成25年度は
補助金が更に追加!！

耐震診断耐震診断耐震診断耐震診断

補強設計補強設計補強設計補強設計
１３２，０００円１３２，０００円１３２，０００円１３２，０００円

補助金補助金補助金補助金のののの額額額額

無　料無　料無　料無　料

αααα：耐震改修工事費の11.5%に：耐震改修工事費の11.5%に：耐震改修工事費の11.5%に：耐震改修工事費の11.5%に
　  加えて　  加えて　  加えて　  加えて最大15万円最大15万円最大15万円最大15万円／／／／戸戸戸戸

６００，０００円＋６００，０００円＋６００，０００円＋６００，０００円＋αααα

＜耐震診断＞
市町村が無料で耐震診断士を派遣

対象住宅：
昭和５６年５月以前に建築された木造住宅

＜補強設計＞
補強設計に要する費用の２／３かつ上限
１３万２千円を補助

対象住宅：
耐震診断の結果１．０未満

＜耐震改修＞
耐震改修に要する費用の2/3かつ上限６０
万円を補助（国の上乗せ補助あり、改修費
の11.5%+最大１５万円/戸 　上限５５万円）

対象住宅：
・耐震診断の結果１．０未満
・補強後の評点１．０以上
　　（S45年以前等は、０．７～１．０でも可）

＜耐震改修サポート＞
耐震診断の結果１．０未満かつ高齢者の方などが
居住する住宅に対して、県から耐震改修の専門家
を派遣

　　各種相談、改修プランの提案など

無　料無　料無　料無　料

（４４，０００円が無料）（４４，０００円が無料）（４４，０００円が無料）（４４，０００円が無料）

（Ｈ２５年４月現在）

耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修

耐震診断から改修までどれだけ補助金はもらえるの？

耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの補助金補助金補助金補助金はどのくらいもらえるのはどのくらいもらえるのはどのくらいもらえるのはどのくらいもらえるの？？？？

耐震改修促進税制による優遇制度耐震改修促進税制による優遇制度耐震改修促進税制による優遇制度耐震改修促進税制による優遇制度

○所得税額の特別控除
　耐震改修工事に要した費用の10%相当額（上限20万円）が所得税から控除されます。

○固定資産税額の減額措置
　工事の完了時期によって異なりますが、固定資産税額が１／２に減額されます。

【例：改修工事費が120万円の場合】

６０万円６０万円６０万円６０万円 １３万８千円１３万８千円１３万８千円１３万８千円
３１万２千円３１万２千円３１万２千円３１万２千円
個人個人個人個人

補助金合計　８８万８千円補助金合計　８８万８千円補助金合計　８８万８千円補助金合計　８８万８千円 個人負担金３１万２千円

補助金
１５万円UP!!

１５万円１５万円１５万円１５万円

１５万円上乗せは
平成２５年度のみ!


